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一13一消費課税におけるインボイスの役割について
はじめに
　現在、欧州では、付加価値税（VAT）におけるインボイス制度の改革が進行中である。これは、
直接的には、近年における電子インボイスの出現などのテクノロジーの発展の影響によるものであ
るが、より根本的には、1993年におけるEU（欧州域内）での租税国境の廃止に伴い、インボイスの
役割が国内課税での役割から加盟国間課税での役割をも担うことになったことよるものである。
　ところで、わが国では消費を課税対象とする一般間接税として消費税が導入されているが、この
消費税は、わが国が模範としたと言われているEUのVAT制度とは大きく異なったものとなって
いる。その最も重要な相違点が、各国のVATにおいて採用されているインボイス制度を採用せず、
わが国独自の制度として、いわゆる帳簿方式を採用していることである。
　本稿は、近年のEUにおけるインボイス制度の改革の動向を眺めつつ、わが国における帳簿方式
からインボイス方式への移行の問題にかかる議論の現状を確認し、かつ、EUのVATにおけるイ
ンボイス制度との比較を踏まえて、VATタイプの間接税におけるインボイスの役割について若干
の再検討を加えてみようとするものである。
　わが国の消費税を含めVATタイプの間接税の特徴は、多段階課税方式の間接税がもたらす税の
重複（カスケード）を回避するために「前段階税額控除の仕組み」を採用していることである。こ
の前段階税額控除を効果的に実施するために、欧州を始めとして世界の大半の国でインボイス制度
が利用されているD。わが国の場合には、歴史的な経緯もあり2）、インボイス制度を採用せず、帳簿
方式が採用されている。現行の帳簿方式からインボイス方式への移行については、その必要性につ
いて議論がなされることはあるものの、必ずしも明確な流れとなっているわけではない。
　そこで、本稿では、こうした「前段階税額控除の仕組み」におけるインボイスに着目して、その
役割を明らかにするとともに、わが国の帳簿方式の意味あるいはその限界について検討することと
したい。
　以下、各章における論述の構成は、下記のとおりである。
　第1章では、わが国の帳簿方式の仕組みを明らかにし、かつ、インボイス方式への移行にかかる
従来の議論を再確認することとする。
　第2章から第4章では、EUのVATにおけるインボイス制度の改革の動向を見ていくこととす
る。
　第5章では、インボイスの役割は何かについて再検討を試みることとしたい。前段階税額控除を
実現するための手段として従来の役割に加え、さらに進んでクロスボーダーの状況での新たな役割
について検討する。
1）後掲のとおり、Robert　F．van　Brederode教授によると、わが国は、インボイス制度を採用していないVAT
　を有する唯一の国である。
2）この点については、本稿では詳しくは触れないこととするが、小規模事業者の立場に配慮したものと言われ
ている。すなわち、インボイス制度を導入すると、インボイスを発行しない事業者から仕入れについては税額
控除が認められず、結果として零細事業者が取引から除外されることになる、という懸念を考慮したものと考
　えられる。
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第1章　わが国におけるインボイス制度をめぐる議論の現状
1．はじめに
　本章では、わが国の消費税に関して、インボイスの導入の問題についていかなる議論がなされて
いるかを概観し、その傾向を探ることとしたい。
　ところで、わが国では、いうまでもないことであるが、インボイス制度は採用されておらず、「帳
簿方式」と呼ばれる制度がインボイス制度に代わるものと導入されている。すなわち、わが国の消
費税法には、税額の記載された帳票の交付を求める制度は存在せず、ただ、30条7項において、仕
入税額控除を行うには、「帳簿及び請求書等の保存」が必要である旨の記述が存在するだけである。
このことから、一般に、わが国の制度は、「帳簿方式」あるいは「アカウント方式」と呼ばれている3）。
なお、厳密には、下記の政府税制調査会が言及しているように「帳簿方式」と「請求書等保存方式」
を区分して論ずることも可能であろうが、本稿では、双方を含めたところで、「帳簿方式」の文言を
用いることとする。
2．インボイス方式との比較における帳簿方式の仕組み
　わが国の帳簿方式における税額控除の方式を見ておくと、その概略は次のとおりである。
　まず、消費税法30条1項（仕入れに係る消費税額の控除）は、「事業者（…　　）が、国内におい
て行う課税仕入れ…　　については、・…　　当該課税期問中に国内において行った課税に仕入れに
かかる消費税額（当該課税仕入れに係る支払対価の額に百分の四を乗じて計算した金額をい
う。…　　）…　　の合計額を控除する。」としている4）。
　ここで、「課税仕入れ」とは、消費税法2条1項（定義）12号において、「事業者が、事業として
他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供（…　）を受けること（当該他
の者が事業として当該資産を譲り渡し、若しくは貸し付け、又は当該役務を提供したとした場合に
課税資産の譲渡等に該当することとなるもの…　　・）をいう」と定義されている。
　したがって、事業者が非課税に該当しない仕入れを行った場合には、自動的に当該金額の税引き
後の金額の4％（地方消費税を含めた場合には、5％）相当額の税額控除が認められることになる。
すなわち、消費税の場合、その税額控除は仕入れの事実があれば認められるのであり、購入相手が
売却に関連して実際に税を納付したか否かは問われない。すなわち、取引における売り手と買い手
において、税の直接的な関係は必要とされていない。
　帳簿方式の仕組みについて、設例を用いて説明すると、次のとおりである。
　設例
A社が物品またはサービスをB社に供給し、B社がその対価を支払ったとする。
物品またはサービス
A社 B社
対価
3）金子宏『租税法（14版）』（弘文堂2009）544頁。
4）本章では、条文の引用において適宜省略を行い、省略部分を「…　　」で示している。
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　帳簿方式の場合には、B社は、物品またはサービスの購入が「課税仕入れ」に該当する場合には5）、
対価の支払いのなかに消費税の負担があったものとみなして、一定の金額の税額控除が認められ
る6）。この際に、請求書等と帳簿の保存が条件とされており7）、これが、帳簿方式または請求書等保
存方式と呼ばれる根拠である。したがって、A社がB社の税額控除した税額を納税したか（あるい
は、これから納税するか）否かは、B社の税額控除の権利の有無とは無関係である。
　これに対してインボイス方式の場合には8）、B社は、　A社が発行したインボイスを取得して初め
て税額控除の権利を取得し、インボイスに記載された税額の税額控除が認められることになる。し
たがって、A社がインボイスに記載された税額を既に納税している（あるいは、これから納税する）
ことが当然の前提となる。
　以上のとおり、物品またはサービスの供給が行われた場合について、帳簿方式の場合には売り手
の納税義務と買い手の税額控除の権利の間に直接の関連はなく間接的な関係にとどまるのに対し
て、インボイス方式の場合には売り手の納税義務と買い手の税額控除の権利は直接的な関係を有し
ている。
3．インボイス制度の導入問題に関連した近年の議論の紹介
ここでは、インボイスの導入問題に関連した近年における議論を紹介する。
（1）政府税制調査会
　政府税制調査会における帳簿方式とインボイス方式との選択に対する考え方を平成12年の報告書
における記述から紹介すると、次のとおりである9）。
　「消費税の導入当初は、わが国の取引慣行や納税者の事務負担に配慮するといった観点から、課税
仕入れ等の事実を記載した帳簿または仕入先から受け取った請求書等のいずれか一方を保存するこ
とを仕入税額控除の要件とする、いわゆる「帳簿方式」が採用されていた」のであるが、納税者の
帳簿のみにより仕入税額控除が可能であることから制度の信頼性の面に疑問があるとして、「平成
6年の税制改革において、課税仕入れ等の事実を記載した帳簿の保存に加え、請求書等の取引の事
実を証する書類の保存をも仕入税額控除の要件とする「請求書等保存方式」が採用され」、平成9年
4月1日以降の取引から適用されている。したがって、現行制度は、わが国の取引慣行と納税者の
事務負担に配慮するとともに、制度の信頼性を高める工夫もなされた制度ということになるユo）。
　なお、欧州諸国のインボイス制度については、「税額が記載された請求書等（いわゆる「インボイ
ス」）の保存が仕入税額控除の要件とされており、また、課税事業者のみが税額を記載してインボイ
スを発行できる」ものであるとの説明がなされている。これは、「複数の税率が存在する場合には、
5）課税仕入れは、消費税法2条1項（定義）12号で定義されている。
6）消費税法30条1項。なお、B社は課税事業者であって、非課税売上はないものとする。
7）消費税法30条7項
8）ここでのインボイス方式とは、一般的な理解に従い、税額記載の請求書を保存していることが税額控除の条
　件とされる制度をさすものとする。
9）平成12年（2000年）7月に公表された「わが国税制の現状と課題一21世紀に向けた国民の参加と選択一」252
　頁から255頁。
10）前掲書　253頁
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軽減税率の対象範囲にもよりますが、税額が記載されていない請求書等によって適正に仕入税額控
除税額の計算を行うことが困難であることから、基本的には、税額記載の請求書等（インボイス）
の保存を仕入税額控除の要件とすることが必要であると考えられる」としている。他方で、わが国
の場合には、単一税率であることから、インボイス制度の必要は小さいということになる11）。
　さらには、インボイス制度を導入した場合には、取引の中間に位置する免税事業者が課税事業者
となることを選択しない限り取引から排除される、などの問題がある点が指摘されている。また、
事業者の取引の全体を把握するという面において、インボイス制度と請求書等保存方式で特別の差
異はないであろう、とも述べられている12）。
　軽減税率の導入の問題についても論じられている13）。そこでは、軽減税率の導入が事業者の事務
負担を増加させるとともに、標準税率をより高くせざるを得なくなること、所得税や社会保障制度
なども含め全体として考慮することが必要であるとしている。結論として、「政策的配慮の必要性
と制度の中立性・簡素性との比較考量により判断すべき問題」であるが、「ヨーロッパ諸国並みとは
いえない税率水準の下では、極力、単一税率の長所が維持されることが望ましい」としている。
　したがって、政府税制調査会の上記の立場からすると、消費税の税率が欧州並みの税率に達する
までは単一税率が極力維持されるべきであり、さらに、単一税率が維持されている限り現行の請求
書等保存方式の維持が望ましいということになる。
　以上の考え方は、平成12年当時の政府税制調査会の見解であるが、その後に制度改正や消費税を
巡る状況に大きな変化もないことから、現時点においても、帳簿方式とインボイス方式の関係に関
するわが国の代表的な考え方であると推察される。
（2）金子教授の見解
　金子教授は、インボイス制度について、「特に、インボイス方式のもとでは、前後の二つの段階の
取引に伴うインボイスをクロス・チェックすることによって」、仕入れの過大計上や売上げの過小計
上といった脱税の防止の発見が容易である、と指摘されている14）。
　なお、平成6年の税制改正（筆者注；「請求書等保存方式」の導入）については、インボイス方式
への移行の準備等を内容としたものである、と評価されている15）。
　金子教授は、さらに、次のように述べられている16）。なお、当時の消費税の税率は3％であった。
　　「将来の制度のあり方としては、次の理由からインボイス方式に切り換えることが適当である
　と考える。第一に、わが国でも、事業取引において、請求書・納品書等の発行が一般的であるか
　ら、それに取引対価の額に加えて100分の3の消費税額を記載することとすれば、それはインボイ
　ス方式に外ならない。その意味では、インボイス方式は決して複雑ではなく、また事業者に過大
　な負担を課する制度でもない。第二に、インボイス方式のほうが、事業者にとって、仕入税額の
　計算をより簡便にしかも正確に行いうることである。特に、将来、税率が大幅に引上げられて複
11）前掲書　254頁
12）前掲書　254頁～255頁
13）244頁から246頁
14）前掲書545頁
15）前掲書547頁。
16）「消費税」（日税研論集30号　1995）において「総論一消費税制度の基本的問題点」16頁から17頁。
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数税率が採用された場合には、インボイス方式の方がはるかに正確に仕入税額控除を行いうると
思われる。第三に、EU各国をはじめ多くの国々がインボイス方式を採用していることにかんが
みると、税制の国際的統一（harmonization）の観点からも、インボイスへの切り替えが望ましい。」
　さらに、平成6年の改正について、「インボイス方式」への切り換えの第一歩として注目に値する」
と評価されている。
（3）水野教授の見解
水野教授は、複数税率とインボイスの関係について、次のように述べられている17＞。
　「…　取引ごとに非課税項目やゼロ税率を設けたり複数税率を認めたりするには、個別の取引
ごとに把握する必要がある。そのため、取引ごとに税額票（インボイス）が必要となる。インボ
イスが存在しないと、非課税品目や複数税率は機能しにくい。あるいは、インボイス方式を採用
しないにしても、複雑な表記を伴う帳簿が必要となる。この点は、今後の消費税論議において税
率を考える際に重要な論点となる。」
　さらに、「インボイスの交付を通じて取引当事者間にくさり（chain）をつくり、それにより相互牽
制作用（self－policing）を働かせることができる」とも述べられている。
（4）各種雑誌の関連記事
　2007年に発行された雑誌の特集記事において、インボイスの導入問題が論じられたことがあるが、
そこにおける各論者の意見を紹介すると、下記のとおりである18）。
　西山教授は、「「税額転嫁」と「仕入税額控除」という両輪で稼動する消費税制度において、1通
のインボイスは、その受領者である課税事業者の仕入税額控除請求権の行使を確保するとともに、
その発行者である課税事業者の税額転嫁と納税の実行を確保する機能を併せ持つ。この意味で、イ
ンボイスは、税額転嫁を行って国に対して納税義務を負う事業者と、国に対して仕入税額控除を請
求する事業者との「架け橋」といえる。」と述べられている19）。
　こうした発言は、欧州におけるインボイスに対する評価を反映したものと考えられる。わが国で
は、事業者の売上げにかかる税から仕入れにかかる税を控除して計算するのが消費税の計算である
と一般に考えられていると思われる。しかしながら、インボイス制度を採用している国では、むし
ろ、インボイスの発行により納税義務が確定し、インボイスの受取りにより税額控除の権利が確保
される、と考えられているように思われる。すなわち、事業者を中心として売上にかかる税と仕入
にかかる税の差額をもって納付税額とするというのがわが国の消費税のイメージであるのに対し
て、欧州では、個々の取引に売主の納付義務を買主の税額控除の権利がインボイスにより結合され
たもの（これを、西山教授は「架け橋」と称されている。）がVATのイメージではないかと考えら
れる。
　井堀教授は、インボイス制度について、「国民の多くが消費税の徴税システムに不信感を感じない
17）水野忠恒『租税法（第4版）』（有斐閣2009）756頁
18）JTRI税研131号「特集インボイス制度導入の課題」（日本税務研究センター2007）。
19）西山由美「インボイス制度の概要」上記掲載誌16頁
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ためには、多少のコストはかかっても、より透明性の高いインボイス制度の導入は、複数税率の採
用の是非とは独立の問題として、消費税率を引き上げる際には避けて通れない検討課題である。」と
述べられている20）。すなわち、税率の引き上げには、複数税率の問題とは切り離して、インボイス
制度の導入が必要とされている。
　宮川税理士は、消費税率と消費税額を請求書等や注文書に記載し、事業者登録番号は不要とする
制度（日本型インボイス制度）の導入を提案されている21）。事業者登録番号を不要とされているの
は、国民の問の納税者番号に対するアレルギーを考慮されたものと思われる。
　なお、以上のほか、上記の掲載誌では、インボイス制度の導入は事務負担の増加を伴うとして、
インボイス導入に反対する意見を村瀬正則税理士（「インボイス導入の短所」）および久乗哲税理士
（「インボイス導入の課題一中小企業実務への影響）」）が述べられている22）。
4．従来の議論の整理
　消費税における帳簿方式とインボイス方式をめぐる上記の議論を踏まえて、論点を整理すると、
次のとおりである。
　第一に、事務負担の軽減の問題である。
　現行の帳簿方式は、事業者、特に、中小企業の立場を重視して採用されたものであるという事実
である。すなわち、消費税の導入が原因となって中小企業が取引上不利な立場に立たされる可能性
があること、および、中小企業において事務負担の問題が特に大きいこと、これら二つへの配慮が
あったものと考えられる。前者については、必ずしも合理的な理由付けとはいえず、帳簿方式を今
後とも維持するための根拠とはなりにくいと考える。他方、中小企業の事務負担の軽減の問題は、
今後とも考慮すべき重大な問題となろう。
　なお、わが国の消費税において、たとえば、複数税率の制度が導入された場合には、現在の帳簿
方式を維持した場合のほうが事業者にとって事務負担が大きくなる可能性が指摘されている。むし
ろ、インボイスを採用したほうが、事務処理の負担が軽減される可能性がある。この点は、今後の
検討課題のひとつである。
　第二に、制度の透明性の欠如の問題である。
　現行の帳簿制度は、「前段階で納付した税の税額控除」を実施する仕組みとしては、明らかに透明
性が欠如している。すなわち、売主の納税義務と買主の税額控除の権利が正確に結合されていない
という制度的欠陥が存在する。その結果として、課税の漏れが構造的に発生する。具体的には、前
段階の売主が税を納付していない場合であっても、買主において税額控除が可能となっている。し
たがって、税率が現在より高くなった場合や複数税率が導入された場合には、制度への不信感が増
幅される可能性がある23）。
　上記の不透明さは、消費者サイドからすると、制度への不信感を抱かせるものである。こうした
20）井堀利宏「複数税率の功罪一経済学の視点から」上記掲載誌25頁
21）宮川雅夫「日本型インボイス方式の再構築について考える」上記掲載誌32頁
22）上記掲載誌　34頁～41頁。
23）現行制度は、大変に繊細な工夫により出来上がっているが、他方で、複雑な側面を有している。
　　また、インボイス制度に比べて、その仕組みは脆弱である。したがって、現在以上の高い税率や複数税率と
　いった課題に、帳簿方式が適切に対応できるか疑問がある。
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不信感は、今後、税率が高くなれば一層大きくなるであろう。したがって、制度への信頼感を回復
するためにも、透明性の高い制度に切り替える必要が出てくるであろう。
　第三に、わが国の制度が国際的な標準から外れていることである。
　わが国の制度が国際的に標準となっている制度から乖離していることについては再説する必要も
ないが、現行の消費税はわが国に特有な制度となっており、EUなど諸外国の制度と比較すると、純
粋な前段階控除方式の付加価値税タイプの間接税と言えるか疑問がないわけではない。この点につ
いては、上記の金子教授の指摘のほか、水野教授がかねてから問題性を指摘されているところであ
る24）Q
5．外国からみたわが国の消費税
　上記4の第三の指摘に関連して、わが国の仕入税額控除の仕組みが外国からどのように見られて
いるか参考までに触れておくこととしたい。二つの著書を取り上げるが、いずれにおいても、わが
国の消費税は仕入税額の控除の方式において他のVATと大きく異なったものであるとの評価がな
されている。
　まず、Alan　Schenk教授及びOliver　Oldman教授は、わが国の制度は世界の他のVATの制度と
比較して仕入税額控除の方式が大きく異なっている、と論じられている25）。その理由の第一として、
税額控除できる税額を事業者が自らの帳簿記録から計算する仕組みが採用されていることが挙げら
れている。ただし、請求書等により、仕入の事実の証明が必要とされていることが付言されている。
理由の第二は、小規模事業者への配慮として、免税事業者からの仕入れであっても税額控除が認め
られていることを挙げられている。さらに、消費者からの仕入れであっても税額控除が認められて
いる点にも言及されている。
　次に、Robert　F．van　Brederode教授によると26）、わが国の制度は、　VAT（付加価値税）において
仕入控除の方式（aform　of　subtraction）を採用している世界で唯一の国である、とその特異性を強
調されている。ただし、税額計算には簡素化された仕入控除方式（simplified　subtraction　method）
が用いられており、売上にかかる税と仕入れにかかる税をそれぞれ別個に計算し、前者から後者を
控除していることから、その意味ではこれは税額控除方式（credit　method）であると言える、とも
付言されている。
24）水野忠恒『消費税の制度と理論』（弘文堂1988）49頁以下
25）Alan　Schenk，Oliver　Oldman“Value　Added　Tax　A　Comparative　Approach”Cambridge　2007、　p．177・178
26）Robert　F．van　Brederode“System　of　General　Sales　Taxation”Wolters　Kluwer　2009、　p．100・101
会計論叢第5号 一20一
第2章　EU／VATにおける現行のインボイス指令
1．インボイス制度の改革の背景について
　EU（欧州連合）では、最近、付加価値税（VAT）におけるインボイス制度の改革がおこなわれて
いる27）。EUでは、各加盟国の国内法としての付加価値税（VAT）法はEUが定めるVAT指令（VAT
Directive）に合致したものとすることが義務付けられているが、このVAT指令の改正が行われて
いる。すなわち、まず、2001年にVAT指令本体とは別に、インボイスのみに関する指令（インボイ
ス指令）が出され、加盟国のインボイスにかかるルールについて指令による制約が設けられた。そ
の後、このインボイス指令はVAT指令本体に組み込まれている。今回の改正案は、　VAT指令本体
のうちインボイスに関係した部分を中心として見直しが行われているものであり、2009年1月に
VAT指令の改正案がEU委員会から公表されている。最終的にVAT指令が改正されるためには、
加盟国の全員一致での賛成が必要である。
　こうしたインボイスに関連した改革の背景は、次のとおりである28）。
　ひとつには、1993年におけるEU域内における加盟国間の租税国境の廃止である。すなわち、あ
る加盟国から別の加盟国へ税関での規制なしに物品が通過できることとなったことである。これに
より、VATの関係では重大な変化が発生した。すなわち、　VATの課税が、それまでは各加盟国の
国内消費に対する課税にとどまっていたものが、EU域内では加盟国の枠を超えた国際課税に移行
したことである。ところが、各種制度の改正がこうした変化に追いついていない。それは、実体面
と手続面の双方において言える。実体面としては、VATにかかる加盟国間の課税権の配分が不明
確になったことである。さらに、手続面では、いずれの加盟国のルールが適用になるか不明確になっ
たことである。手続面での典型的な問題がインボイスの取扱いである。
　上記の事情は、事業者からみると、事務負担の増大となる。また、税負担を軽減させるチャンス
27）「インボイス」についての説明は、次の資料にみることができる。
　　Ben　Terra－Julie　Kajus“A　Guide　to　the　European　VAT　Directives：Irltroduction　to　European　VAT　2009”
　Volume　l　p．1032～1039
　　本書によると、インボイスには、次の三つの機能があるとされている。第一は、VAT制度を適用するために
　必要な情報の提供である。第二は、税務当局によるVATの規制を可能とすることである。第三に、納税者の
　税額控除の権利を証明することである。
　　なお、VAT指令の218条および219条がインボイスについて定義している。
28）改革に背景に関する参考文献は次のとおりである。
　　Rita　de　la　Feria　“The　EU　VAT　System　and　the　Internal　Market”IBFD　DOCTRAL　SERIES　16　p．68ほか。
　1993年のEUにおける租税国境の廃止が事業者にとっては大きな負担となっている事情が述べられている。
　　2001年のインボイス指令の導入の経緯等については、Rita　de　la　Feriaの著書のほか、下記の文献等を参考と
　した。
　　Prof．　Dr　Ben　JM．　Terra“New　Conditions　for　Invoicing　in　Respect　of　European　VAT”VAT　MONITOR
　MARCH／APRIL　2002
　　1sabel　Desmeytere，Patric　Wille　and　Marc　Govers“Proposed　Directive　for　Invoicing：ACompromise，But　a
　Step　in　the　Right　Direction”VAT　MONITOR　JANUARY／FEBRUARY　2001
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も生まれている。たとえば、サービス供給の場所の選択により、税負担が軽減される可能性が生ま
れている。税務当局からすると、加盟国間での課税権あるいは税収の配分の問題が発生し、他方で、
脱税や租税回避の問題が発生している。
　前述のとおり、2001年にインボイス指令が独立して出され、その後、VAT指令に組み込まれてい
る。そして、今回、その全面的な見直しが行われているものである。インボイス指令が導入された
当初の中心的な課題は電子インボイスの出現といったテクノロジーの発展への対応など技術的な側
面であったが、その後検討の範囲が拡大し、VAT制度全体にとって重要な意味を持つようになっ
ている。
　なお、インボイスが問題となった理由について、事業者の事務負担の面から説明すると、次のと
おりである。
　1993年までは、インボイス問題は、基本的には、各加盟国の国内問題であり、インボイスは国内
で流通していた。しかしながら、1993年に租税国境が廃止され、かつ、仕向地課税とされたため、
クロスボーダーのインボイスが多発するようになった。また、事業者も多国籍化し、事務の簡素合
理化にとって、加盟国間の異なったルールの存在が大きな障害となってきた。特に、これは、中小
企業にとって大きな問題となった。したがって、インボイスにかかるルールに一定の規制を設ける
ために、2001年のインボイス指令が出されたものである。ところが、この指令は、各加盟国に独自
の規制を認めるものであったため、事業者にとって事務の軽減となっていないことが明らかとなっ
た。また、電子インボイスなどの新たなテクノロジーの発展があり、これへの適切な対応が求めら
れた。
　以上のような事情から、今回の改正が必要となったものである。
2．現行のインボイス指令の特徴
　ここでは、今回のインボイス指令の改正案が改正の対象としている現行のインボイス指令を紹介
する。
　VAT指令に組み込まれた現行のインボイス指令は、「第X　I部　納税者および一部の非納税者の
義務」の「第3章　インボイスの発行」の217条から240条に規定されている。
　これらの規定において注目される点を掲げると、次のとおりである。
（1）インボイスを発行することができるのは、物品またはサービスの供給者だけでなく、顧客や
　第三者もこれを行うことが認められていることである29）。第三者によるインボイス作成やイン
　ボイス作成のアウトソーシングは、例えば、グループ企業間の取引において、特定の会社にイ
　ンボイス発行を集中させることで、事務の効率化を可能とさせる効果があるとされている30）。
（2）インボイスの記載事項として、供給者の本人確認番号およびインボイスの一連番号が必須記
　載事項とされていることが注目される。なお、顧客の本人確認番号の記載の必要なのは、特定
　の場合に限定することとされている31）。
29）220条。なお、物品またはサービスを供給された顧客にインボイスの発行を認めることは、税額控除の権利を
　行使する本人にその権利の存在の証明を行わせるものである。したがって、その妥当性には疑問があり、EU
　においても議論があったところである。
30）後述の「インボイス研究」による。
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（3）1取引に1件のインボイスを発行する「単独インボイス」だけでなく、複数の取引を対象と
　した「一括インボイス」の発行も認められている32）。
（4）インボイスの発行義務が課されるのは顧客が納税者の場合だけでなく、顧客が非納税者の場
　合にもインボイスの発行義務を課すことが可能とされている33）。ただし、この場合には、記載
　事項を簡略化すること認められている34）。
（5）従来の「紙インボイス」に加え、「電子インボイス」の使用も認められているが、電子インボ
　イスの利用に当たっては、特別の手続きが必要とされている35＞。すなわち、取引相手の承諾や
　作成の正統性や内容の真実性についての保障が必要とされててる。
（6）インボイスの保存について、電子的手段での保存が認められるほか、第三国での保存も可能
　とされている36）。
（7）多くの場面で、各加盟国にインボイスに関連して、追加的な条件を課すことを認めている。
　たとえば、221条および222条。したがって、加盟国によりインボイス発行義務の内容が異なる
　こととなるが、いずれの加盟国のルールに従ってインボイスを発行すべきか、という点に関し
　ては、VAT指令は明確には述べていない。この点は、本稿の以下の議論における重要なポイ
　ントである。
3．現行のインボイス指令の内容
　参考として、VAT指令（2006／112／EC）の217条以下のインボイスに関連した条文の仮訳（一部省
略）を示すと下記のとおりである37）。
31）226条
32）223条
33）221条1項
34）238条。
35）218条および232条から237条。
36）247条
37）Ben　Terra－Julie　Kajus“A　Guide　to　the　European　VAT　Directives：Introduction　to　European　VAT　2009”
　Volume　2、　p　104～112を参考とした。
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　　　第11部　納税者および一部の非納税者の義務
　　　第3章　インボイスの発行
　　　第1節　定義
217条
　本章において、「電子的手段による転送または提供」とは、コンピュータ処理（デジタル圧縮
を含む。）および保管を目的とする電子設備を用い、かつ、電線、無線電信、光学またはその他
の電磁気手段を利用することにより、宛先ヘデータを転送しまたは提供することを意味するも
のとする。
　　第2節　インボイスの概念
218条
　本指令において、加盟国は、紙（paper）形式若しくは電子（electronic）形式の文書または
メッセージについて、それらが本章の定める条件を満たしている場合には、インボイスとして
受け入れなければならない。
219条
　当初のインボイスに対して、これを特定しかつ明白に修正しているものは、インボイスとし
て取り扱われる。
　　第3節　インボイスの発行
220条
　すべての納税者は、下記の場合に、本人、その顧客、または本人の名義であるいは本人のた
めに第三者によりインボイスが発行されることを保証（ensure）しなければならない。
（1）納税者が他の納税者または非課税法人に対して行った物品またはサービスの供給
（2）33条に規定された物品の供給
（3）138条に定める条件にしたがって行われた物品の供給
（4）（1）、（2）および（3）にかかる物品の供給の一つが実行される前に行われた、その者
　への一部支払い
（5）サービスの供給が完了する前に、他の納税者または非納税者たる法人がその者に対して
　行った一部支払い
221条
1．加盟国は、納税者に対して、220条で規定された以外の場合であっても、国内で行われた物
　品またはサービスの供給について、インボイスの発行を義務付けることができる。
　　加盟国は、第1サブパラグラフにかかるインボイスに関して、226条、230条、244条および
　246条に定める義務より少ない義務を課すことができる。
2．加盟国は、110条、111条、125条（1）、127条、128条（1）、132条、135条、136条、371条、
　375条、376条、377条、378条（2）、379条および380条から390条に従い、納税者に対して、
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前段階で納付したVATの控除の権利の有無を問わず、国内で行われ、非課税とされるとこ
ろの、物品またはサービスの供給について、インボイス発行にかかる220条が定める義務を免
除することができる。
222条
　加盟国は、国内で物品またはサービスの供給が行われた場合のインボイスの発行について、
納税者に対して期間制限を課すことができる。
223条
　物品またはサービスが国内で提供された加盟国が定める条件に従い、いくつかの別個の物品
またはサービスの供給について、一括インボイスを発行することが認められる。
224条
1．インボイスは、顧客への供給について、物品またはサービスの、納税者によって、顧客に
　よって作成することが認められる。ただし、当事者間に事前合意があり、かつ、当該物品ま
　たはサービスを供給する納税者による各インボイスの受取りの手続が存在することが条件と
　される。
2．国内で物品またはサービスが供給された加盟国は、こうした事前合意および納税者と供給
　者との間での受入手続についての条件を定めなければならない。
3．加盟国は、国内で物品またはサービスの供給を行う納税者に対して、顧客が発行したイン
　ボイスに関連して、追加の条件を課すことができる。
　　特に、加盟国は、こうしたインボイスが納税者の名義で納税者のために発行されたもので
　あることを求めることができる。
　　第1サブパラの条件は、納税者の設立の場所を問わず、つねに同一でなければならない。
225条
　加盟国は、インボイスを発行する第三者または顧客が、Directive　76／308／EECおよび
Regulation（EC）No．1798／2003で規定されたものに類似した相互支援にかかる法的文書が存在
しない国に施設を有している場合には、その国での物品またはサービスを供給する納税者に特
別の条件を課すことができる。
　　第4節　インボイスの記載事項
226条
　この指令で定められた特定の規定にかかわらず、220条および221条にしたがって発行された
インボイスにVAT関連で記載が強制されるのは、下記事項に限定される。
（1）発行日
（2）インボイスを特定できる、単一または複数の連続番号
（3）納税者が物品またはサービスを提供する場合の214条にかかるVAT本人確認番号
（4）顧客がVATの納税義務を負担しまたは138条にかかる物品の供給を受ける場合におけ
　　る、214条にかかる顧客のVAT本人確認番号
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（5）納税者および顧客のフルネームおよび住所
（6）供給された物品の数量および種類（nature）または供給されたサービスの種類
（7）物品またはサービスの供給が行われまたは完了した日、または、220条のポイント4およ
　び5にかかる一部支払いが行われた日であって、こうした日が決定しておりかつそれがイ
　ンボイス発行の日と異なる場合
（8）税率または非課税ごとの課税金額、VAT抜きの単位価格、および単位価格に値引き分や
　リベートが含まれえている場合にはその単位当りの金額
（9）適用されるVATの税率
（10）納付すべきVATの金額。ただし、本指令に基づき特例措置が適用される場合を除く。
（11）非課税または顧客がVATの納付義務を負う場合には、本指令の関連条文または関連国
　内法の言及。物品もしくはサービスの供給が非課税とされ若しくはリバース・チャージ手
　続きが適用される場合には、そのことの言及
（12）～（15）　省略
227条
　加盟国は、国内に施設を有しかつ国内で物品またはサービスを提供する納税者に対して、226
条（4）に該当しない場合に、顧客の214条にかかるVAT確認番号を表示するよう求めること
ができる。
228条
　国内で物品またはサービスの供給が行われた加盟国は、記載が強制されている事項が文書ま
たはメッセージから一部が欠落しているものついて、これを219条のインボイスとして取り扱
うことができる。
229条
　加盟国は、インボイスに署名することを求めてはならない。
230条
　インボイスに表示される金額は、納付すべきVATの金額が91条に定める換算方法を用いて
物品またはサービスの供給が行われる加盟国の通貨で表示されることを条件として、いかなる
通貨で表示することも認められる。
231条
　規制目的から、加盟国は、国内での物品またはサービスの供給にかかるインボイスおよび国
内に施設を有する納税者が受け取るインボイスについて、加盟国の言語に翻訳することを求め
ることができる。
　　第5節　電子的手段によるインボイスの発行
232条
　第2節により発行されるインボイスは紙（paper）で送付することができるが、受領者の受取
会計論叢第5号 一26一
りを条件として電子的手段（electronic　means）で送付しまたは利用可能とすることも認められ
る。
233条
1．電子的手段で送付しまたは利用可能とされたインボイスは、作成の正統性（authenticity　of
　origin）および内容の真実性（integrity　of　content）が下記の方法のひとつにより保障されて
　いることを条件として、加盟国はこれを受け入れなければならない。
（a）欧州議会の指令1999／93／ECの2条（2）および電子署名（electronic　signature）の共同
　　体枠組みに関する1999年12月13日の理事会の意味での高度電子署名（advanced　electronic
　　signature）の方法
（b）電子的なデータ交換の法的側面に関する1994年10月19日の委員会勧告1994／820／ECの2
　　条で定義された、電子的デー一・一タ交換（electronic　data　interchange；EDI）の方法。ただし、
　　作成の正統性およびデータの真実性を保証する手続きために、交換の合意がなされること
　　が条件とされる。
　なお、関係する加盟国による受入れを条件として、他の電子的手段により、インボイスを送
付しまたは利用可能とすることが認められる。
2．第1項第1パラグラフ（a）に関連して、加盟国は、1999／93／ECの2条（6）および（10）
の意味での適格証明および署名確認（secure－signature－creation　device）を基礎とした電子署
名（advanced　electric　signature）を要求することができる。
3．第1項第1パラグラフ（b）に関連して、加盟国は、その定めるところにより、紙による
追加的な一括文書を提出するよう求めることができる。
234条
　加盟国は、国内で物品またはサービスを供給する納税者に、電子的手段によりインボイスを
送付しまたは利用可能とするに関連して、その他の義務または手続きを課してはならない。
235条
　加盟国は、Directive　76／308／EECおよびRegulation（EC）No．1798／2003で規定されたもの
に類似した相互支援にかかる法的文書が存在しない国から国内に供給された物品またはサービ
スに関連して電子的手段により発行されたインボイスについて、特別の条件を課すことができ
る。
236条
　いくつかのインボイスをまとめたバッチ（batches）が電子的手段により同一の受領者に送付
されまたは利用可能とされた場合には、各インボイスにかかるすべての情報がアクセス可能で
ある場合には、個々のインボイスの共通的事項は1回の言及で足りるものとする。
237条
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　委員会は、遅くとも2008年12月31日までに、報告書、もし適当であれば、この分野での将来
のテクノロジーの発展を考慮に入れた電子インボイスに適用される条件の改正案を提出しなけ
ればならない。
　　第6節　簡素化措置
238条
1．VAT委員会との協議の後、加盟国は、自ら定めた条件に従い、227条、228条および231条
　で加盟国が採用した選択肢に従い、下記の場合に、226条から230条で求められている情報の
　一部を、国内での物品またはサービスの供給に関するインボイスに記載を要しないとするこ
　とが認められる。
（a）インボイスの金額が少額である場合
（b）関係する事業部門での商業上または執行上の慣行またはインボイスの発行にかかる技術
　　的な条件（technical　conditions）が226条の定めるすべての義務に従うことを困難ならしめ
　　ている場合
2．いかなる場合にも、インボイスは、次の情報を含んでいなければならない。
（a）発行日
（b）納税者の特定（identification）
（c）供給された物品またはサービスの種類の特定
（d）納付すべきVATの金額またはその計算に必要な情報
3．1項が定める簡素化措置は、20条、21条、22条、33条、36条、138条および141条に規定さ
　れた取引には適用できない。
239条および240条　　省略
第3章　EU／VATにおけるインボイス指令の改正案
1．インボイス指令の改正にいたる経緯
　本章では、「インボイス指令の研究（以下、「インボイス研究」という。」の内容と、それに対する
欧州委員会（以下、適宜「委員会」と称する。）の対応およびインボイスに関係したVAT指令の改
正案について、インボイス研究の記述に沿ってみていくこととする。
　なお、ここで、インボイス研究が行われた経緯およびその意義等にについて簡単に説明しておき
たい。
　このインボイス研究は、2008年1月1日時点で適用されているインボイス指令にかかる研究を求
める委員会の入札に応募し落札したプライスウォーターズクーパース社によって実施されたもので
ある。なお、当初のインボイス指令（2001／115／EC）は、その後に、　VAT指令（2006／112／EC）に
組み込まれている。2007年9月7日に研究実施の契約が締結され、2008年11月3日に最終報告書が
提出されている。
　研究を要請されたのは、以下の分野である。
　○　自己作成（self－billing）およびアウトソーシングを含めた、インボイスの発行義務（VAT指
会計論叢第5号 一28一
　令220条から225条）
○　インボイスの記載内容（VAT指令226条から231条および238条）
○　電子インボイス（VAT指令232条から236条）
○　インボイスの電子保存（VAT指令244条から249条）
　以上の主要4分野とは別に、今回の研究では、インボイスの発行義務と関係しかつ問題を引き起
こすおそれがあるかまたはその意味が不明瞭なVAT指令の他の部分についても検討が行われてい
る。
　インボイス研究では、第一段階として、情報の収集が行われている。EU加盟27力国のVATの
国内法に関する情報が収集され、かつ、EU域内での電子インボイスおよび電子保存の事業者によ
る利用状況について調査が行われている。
　第二段階として、法令の評価が行われている。事業者へのインタビューにより法令が事業者に課
している負担の大きさの評価がなされている。さらに、各加盟国の税務当局に質問を行い、納税者
と対象とした各種の規制措置の必要性の程度について意見の集約が行われている。
　第三段階として、以上の情報および分析に基づき、インボイス指令の改正に向けた勧告が行われ
ている。
　なお、欧州委員会の「説明メモ」によると、今回のインボイスにかかる検討と指令の改正案の作
成の目的は以下の四つの主要プログラムに対する支援である。
　　　第一は、事業者の負担の軽減。
　　　第二は、小規模事業者への支援。
　　　第三は、電子インボイスの使用の拡大。
　　　第四は、脱税に対する戦いの支援。
　これらの観点から、今回のVAT指令の改正作業が行われたものである。したがって、インボイ
スに直接関連した問題の範囲を超えた改正も提案されている。たとえば、控除の権利に関して、控
除にかかるインボイスの保有要件と現金会計に関する改正が提案されている。すなわち、控除の権
利に関しては、リバース・チャージの場合におけるインボイスの保有要件に関する制度の整備がな
されている38）。また現金会計については、小規模事業者の納税を簡素化するとの観点から改正が提
案されている39）。
　欧州委員会は、今回のインボイス研究を踏まえ、上記の4分野に加えて、EU域内供給にかかる納
税義務および控除の権利についても改正案を作成している。EU域内供給にかかる納税義務と控除
の権利については、今回の検討過程において、インボイス本体だけでなく、納税義務や控除の権利
などインボイスに関連した指令についても改正が必要となったものである。
　以上の検討結果がVAT指令の今回の改正案に反映されている。
2．インボイス研究の勧告とインボイス指令の改正案
　本節では、インボイス研究の最終報告に従い、順次、各条文の評価と勧告、それに対応した欧州
委員会による検討さらには指令の改正案について紹介し、かつ、若干のコメントを付け加えること
38）226a条が設けられている。
39）167a条が設けられている。
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とする。なお、現行のVAT指令のインボイス関連条項の本文の仮訳は、第2章に掲載していると
おりである。
A．インボイスの発行
A．1　220条および221条一インボイスの発行義務および関連する選択肢
　インボイス研究は、220条および221条に関して、次のとおり勧告している。
勧告
2　VAT指令33条（遠距離販売））の供給にかかるインボイスの発行義務の廃止を勧告する。
　その理由は、一方で、VATは控除不可であることからインボイスは不必要であり、他方で、
　各国の税務当局は納付すべきVATの正確でタイムリーな納付を確認するための他の方法
　（VAT勘定、銀行記録、支払い明細、株式異動、譲渡文書、引渡し住所などの方法）を有し
　ていることである。
3　同様の理由から、加盟国がその他の状況で私人たる個人（private　individual）に対してイ
　ンボイスを発行する義務を課すことを認めないことも勧告する。
　220条はインボイスの発行が必要な場合を定めた規定である。220条は、他の納税者や非課税法人
に物品またはサービスを供給する場合のほか、33条に規定された物品の供給の場合にもインボイス
を発行すべきものとしている。VAT指令33条は運送を伴う物品の供給にかかる特例に関する規定
であり、運送の終了する場所を供給の場所とするものである。
　これを受けて、委員会の改正案では、33条に言及した（2）は削除することとされている。ただ
し、221条の改正案により、33条のケースについては、簡易インボイスの発行義務を課す可能性が残
されている。私人たる個人への供給の場合のインボイスの発行義務も残されている。この場合も、
加盟国が課することができるのは、簡易インボイスの発行に限定される。
　下記の条文案が追加されている。
　　220a条
加盟国は、次の場合に、納税者が簡易インボイスを発行することを認めなければならない。
（a）物品またはサービスの供給の課税価額が200ユーロ未満の場合
（b）発行したインボイスが、219条によりインボイスとして取り扱われる文書またはメッセー
　ジの場合
（c）物品またはサービスの供給が前段階で納付したVATの控除のない免税であって、イン
　ボイス発行の確認が必要とされる納税者が課税の場所として当該加盟国においてVATの
　登録をしている場合
1項の（c）は、物品の供給が138条によっても免税とされている場合には、適用しない。
また、221条は、次のとおり置き換えることが提案されている。
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　　　221条
　加盟国は、納税者に対して、220条で規定された以外の物品またはサービスの供給であっても、
物品またはサービスの提供の場所が国内の場合には、簡易インボイスの発行義務を課すことが
できる。
A．2　222条一期間制限
　222条は期間制限に関する規定であるが、勧告は次のとおりである。
勧告
6　すべての加盟国に適用される単一の期間制限を課すことを勧告する。期間制限はすでに多
　数の国で実施されておりかつ域内取得（intra－Community　acquisition）のルールにも合致し
　ていることから、課税取引（taxable　event）が行われた翌月15日以内にインボイスを発行す
　べきものとすることを勧告する。換言すると、事業者は、この日以前であれば、いつでもイ
　ンボイスを発行することが可能である。
　この勧告を受け、222条は次にとおり改正することとされている。この改正案が認められると、加
盟国による期間制限の差異はなくなることになる。
　　　222条
　インボイスは、納税事由（chargeable　event）が発生した翌月15日までに発行されなければな
らない。
A．3　223条一一括インボイス
　223条は一括インボイスに関する規定であるが、勧告は下記のとおりである。
勧告
9　この点との関連で、かつ、事業者と各国の税務当局の共通的見解を踏まえて、一括インボ
　イスを「単独インボイス（single　invoice）」（すなわち、取引ごとに発行されるインボイス）と
　同様の方法で取り扱うことを勧告する。
10VAT指令223条を改正し、一括インボイスについても226条から231条までのVAT指令の
　規定に従うことだけを必要とし、かつVAT指令222条で勧告した期間制限に合わせて発行
　すべきものとするよう勧告する。
勧告は基本的に受け入れられ、委員会は223条を下記のとおり改正することとしている。
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　　　223条
　加盟国は、納税者に対して、いくつかの別々の物品またはサービスの供給を含んだ一括イン
ボイス（summary　invoice）を発行することを認めなければならない。ただし、当該一括インボ
イスに記載された供給が同一月にVATの納税義務が発生するものであることが条件とされ
る。
A．4　224条および225条一インボイスの自己発行
　224条および225条のインボイスの自己発行に関する勧告は、下記のとおりである。
勧告
17税務当局がインボイスの自己発行の事実を把握できるようにするために、当事者に対して、
　文書上に「自己発行インボイス」と表示しかつVAT申告書の所定の欄にその旨を記載する
　ことにより、それが自己発行インボイスであることを明確に示すことを求めることを勧告す
　る。さらに、各国の税務当局にとっては必須なものとみられていないことから、事前合意の
　要件も廃止することを勧告する。
18　インボイスの自己発行の場合におけるVAT指令225条の削除を勧告する。
　以上の勧告を受けて、改正案は、224条と225条を削除することとしている。これにより、供給者
が発行するインボイスと顧客が発行するインボイスは原則として同一の取扱いとなる。
A．5　220条および225条一アウトソーシング
　220条と225条に関する勧告は、下記のとおりである。
勧告
20　アウトソーシングにおけるVAT指令の225条の要件は、大部分の税務当局にとって何ら
　の付加的価値を有しておらず、かつ、事業者にとって追加的負担となっているものであるこ
　とから、225条の削除を勧告する。
改正案は、勧告を受け入れ、225条を削除することとしている。
A．6　クロスボーダー供給に適用されるル・一一・ル
　各加盟国におけるVAT指令の執行および事業者からの情報の分析に基づくと、いくつかのケー
ス、特にクロスボーダーの状況において、いずれの加盟国のルールが適用されるのかを判断するう
えで問題が生じているのは明らかであるとして、インボイス研究は、下記の勧告を行っている。
勧告
22　この問題を回避するために、インボイス発行義務においてこうした問題が発生することが
　ないよう、EU域内でのインボイス発行義務を最大限度まで標準化することを勧告する。
会計論叢第5号 一32一
23各国の選択肢のすべてを廃止することはできないにしても、供給者が供給を行った施設が
　設けられている加盟国のルールが優先的に適用されるようにすべきである。その例外は自己
　発行インボイスであり、この場合には、顧客（自己発行インボイスの発行者）の設立地たる
　加盟国のルールが優先適用されるべきである。
24供給者または自己発行インボイスの場合には顧客が、いずれの加盟国にも施設を有してい
　ない場合には、当該供給者または顧客は、供給者が物品またはサービスを供給しまたは自己
　発行インボイスを発行する際にVAT確認番号をその者に発給している加盟国のルールに従
　うものとすべきである。
上記の勧告について、欧州委員会では、次の通りコメントしている。
　「いずれの加盟国のインボイス・ルールが適用になるかについては、現在、いくつかの曖昧さが
存在する。原則として、納税義務が生ずる加盟国で適用されているインボイス・ルールを適用す
るというのが一般的な理解であるが、このことは明確には述べられていない。
　このことが事業者に困難さを生じさせている。他の加盟国で納税義務が生ずる供給を行う納税
者は、当該他の加盟国のインボイスの条件を満たす必要があるが、そのルールは、当該納税者が
所在する加盟国のルールと異なっている可能性がある。」
　その上で、いずれの加盟国のルールを適用すべきかを明確化するために、下記の規定を新たに挿
入することとしている。
　　　219a条
1．インボイスの発行は、納税者が行った供給にかかるVAT本人確認番号を当該納税者に発
給した加盟国で適用されているルールに従うものとする。
　　こうした番号がない場合には、そのルールは、供給者が事業を行っているかまたは当該供
給にかかる固定的施設（fixed　establishment）が存在する加盟国で適用されているルールと
　し、こうした事業の場所または固定的施設がない場合には、その者が恒久的住所あるいは通
常の居所、または、VATの目的で本人確認が必要とされる加盟国で適用されているルール
　とする。
2．物品またはサ・一一一ビスの供給を受けた顧客が供給の行われた加盟国とは異なる加盟国に施設
　を有し、かつ、当該顧客が当該VATの納付義務を負っている場合には、インボイスの発行
　は、顧客が当該供給を受け取るに際してVAT本人確認番号を発給した加盟国で適用されて
いるルールに従うものとする。
B．インボイスの記載事項
B．1　226条から229条一インボイスの一般的要件
　226条はインボイスの記載事項を定めた規定であるが、インボイス研究によると、特に問題はな
かったとしており、下記の事項に限定して勧告がなされている。
一33一消費課税におけるインボイスの役割について
勧告
27　「連続番号」について、各加盟国の解釈が単一となるよう明確化することを勧告する。この
　点で、ある納税者の全ての取引に一つの連続番号を使用するか、または、当該納税者に付与
　されているVAT確認番号ごとに別個の連続番号を使用するか、あるいは、事業単位または
　取引種類ごとの番号幅を使用するかの選択肢を納税者に提供することが望ましい。
　上記の勧告については、委員会からの特段の対応措置は見当たらない。
　なお、226条について、委員会は下記の改正案を提示している。これは、上記の勧告とは直接の関
係がなく、他の勧告も含め様々な理由から改正案を提示しているものである。
226条は、次のとおり改正する。
（a）4項は次の規定で置き換える。
　　「（4）214条で言及されている顧客のVAT本人確認番号」
（b）7項は、次の規定で置き換える。
　　「（7）VATの納税義務の発生の日がインボイスの発行日と異なる場合にはVATの納
　税義務の発生の日、または、VATの課される日を知ることができない場合には関連した
　課税取引への言及」
（c）（7a）を挿入する。
　　「（7a）VATが支払いを受けることで納税義務が発生する場合には、当該供給の日が
　支払いの日に先行した場合の、物品またはサービスが供給された日」
（d）（10a）を挿入。
　　「（10a）供給を受け取った顧客が供給者に代わってインボイスを発行した場合には、「自
　己発行インボイス」の文言」
（e）11項は、次の規定と置き換える。
　　「（ll）非課税の場合には、「EX」と記載」
（f）次の（11a）を挿入する。
　　「（11a）顧客がVATの納付義務を負っている場合には、「RC」と記載」
（g）13項は次の規定に置き換える。
　　「旅行代理店のマージン制度が適用されている場合には、306条に言及」
（h）14項は、下記の規定と置き換える。
　　「中古品、芸術作品、収集品、および骨董品に対する特例措置のひとつが適用される場合
　には、313条、326条または323条の適用に言及」
さらに、次の規定を新たに挿入することとしている。
　　　226a条
　VATの納付義務を負っている顧客に対して供給を行う納税者によってインボイスが発行さ
れる場合には、納税者は、226条の（8）、（9）および（10）の記載を省略し、代わりに、当該
物品またはサービスの数量や範囲およびその特徴により、当該物品またはサービスの価格
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（value）を示すことが認められる。
　なお、簡易インボイスについても、次の規定を設けることとしている。なお、この関連で、238条
2項が削除されている。
　　　226b条
　220a条および221条により発行される簡易インボイスには、下記事項のみを記載するものと
する。
（a）発行日
（b）当該供給を行った納税者の特定（identification）
（c）供給された物品またはサービスの特定およびその価格
（d）納付し若しくは税額控除されるべきVATの金額、またはそれを計算するために必要な
　　情報
B．2　230条一インボイスの金額
　230条に関する勧告は、下記のとおりである。
勧告
31VAT指令230条を改正し、双方の当事者がVAT指令91条に従い同一の為替レートを使用
　するという条件付きで、当該インボイスの金額を如何なる通貨によっても表示できるように
　することを勧告する。VAT指令の現行の91条は加盟国に高度の弾力性を付与しており、そ
　のことが、当事者が同一の為替レートを使用することを極めて困難にしている。したがって、
　VAT指令91条を改正し、課税取引が行われた日に適用されている為替レートの使用を義務
　付けるべきである。
この勧告を受け、230条を下記のとおり書き換えることとされている。
　　　230条
　インボイスに表示される金額は、税の納付義務が生ずる日（その日に発表がない場合には、
その前日）の欧州中央銀行（European　Central　Bank）が発表する為替レートを用いて納付すべ
きまたは税額控除できる金額が物品またはサービスの供給が行われた加盟国の通貨で表示され
ることを条件として、いかなる通貨を使用することも認められる。
B．3　インボイスの言語
　VAT指令231条の規定は、事業者にとって重大な負担となっているほか、実際にこの規定を利用
している加盟国がごく一部に過ぎないことを理由として、下記の勧告が行われている。
勧告
34VAT指令231条の削除を勧告する。
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これを受け、改正案では、231条は削除されている。
なお、インボイスの言語に関しては、下記の238a条を新たに挿入することとされている。
　　　248a条
　規制上、納税義務が生ずる加盟国は、特定のインボイスについて、公式言語（official　lan－
guages）に翻訳するよう求めることができる。
C．電子インボイス
C．1　232条一紙によりまたは電子的に送付されたインボイス
　232条については、下記の勧告が行われている。
勧告
38　インボイスが電子的に発行される前に顧客から事前承認を得ることを求めているVAT指
　令232条の要件の削除を勧告する。
この勧告を受け、改正案では、232条を下記のとおり書き換えることとされている。
　　　232条
　第2節に基づいて発行されるインボイスは、紙（paper）で送付するか、または、電子的手段
で送付しまたは利用することが認められる。
C．2　233条および234条一電子的手段で送付されたインボイス
　233条および234条に関する勧告は、下記のとおりである。
勧告
47電子インボイスの場合において、予め定義された技術的な解決方法により作成の正統性と
　内容の真実性を保障することを求めているVAT指令233条の削除を勧告する。これらの原
　則は、納付しまたは控除するVATの正確性に関して、各国の税務当局にとって、規制の手
　段としてほとんど役に立たないものである。
48　このアプローチは加盟国毎にルールが異なることをなくすることを意味することから、い
　ずれの加盟国のルールが適用されるのかという問題を解決することになろう。
こうした勧告を受け、改正案では、233条および234条は削除されている。
なお、この関連で、249条を下記のとおり改正することとされている。
　　　249条
　規制上、納税者が、自己が発行しまたは受け取るインボイスを、関係するデータへのオンラ
インでのアクセスを保障する電子的手段により保存する場合には、納税者が施設を置く加盟国
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の税務当局が、VATが他の加盟国で納付される場合には、当該加盟国の税務当局が、それらの
インボイスにアクセスし、ダウンロードし、かつ、使用する権限を有するものとする。
以上の電子インボイスに関する改正案によると、電子インボイスは、原則として、紙インボイス
と同等に扱われることになる。
C．3　235条一第三国にかかる特別の要件
　235条に関する勧告は下記のとおりである。
勧告
50VAT指令235条の削除を勧告する。
　これを受け、改正案では、235条は削除することとされている。
D．保存
D．1　245条一保存の場所
　245条に関する勧告は下記のとおりである。
勧告
54保存が関連データへの完全なオンライン・アクセスを保障する電子的手段で行われていな
　い場合において、紙インボイスを施設の所在する国内に保存するよう求めることを認めてい
　るVAT指令245条の選択肢の削除を勧告する。その理由は、「不当に遅延することのない」
　アクセスを求める原則は、VAT指令245条1項に既に含まれており、効果的なVATの調査
　を実施しようとする各国の税務当局の懸念は解消されているからである。
55　さらに、VAT指令245条2項を廃止し、かつ、記録を国外で保存する場合における各国の
　税務当局への通知義務を廃止するよう勧告する。
改正案では、勧告を受けて、245条2項第2パラグラフを削除することとされている。
D．2　247条1項一保存期間
　保存期間に関する勧告は下記のとおりである。
勧告
59　現行の法令（VAT指令247条1項）を改正し、欧州連合域内で共通の保存期間を定めるよ
　うに勧告する。保存期間を調和させることは、国境を超えた取引を行う事業者のコンプライ
　ァンスを高めることになろう。
60　我々は、課税取引が行われた翌年1月1日から7年間の共通保存期間を勧告する。この保
　存期間は、EU域内で現在適用されている最も共通的な保存期間である。ただし、7年を超
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える調整期間（revision　period）の対象となっている資本財については、加盟国が調整期間と
合致するように保存期間を延長することが認められるべきである。
この勧告を受けて、委員会は247条を下記のとおり改正することとしている。
　　247条
納税者は、インボイスを6年間、保存しなければならない。
D．3　247条2項一保存の形式
　保存の形式に関する勧告は、下記のとおりである。
勧告
64　紙インボイスは紙で保存することを求めるとの加盟国の選択肢は、VAT指令247条2項を
　削除することにより、廃止すべきである。
上記の勧告を受け、247条2項は、改正案では削除することとされている。
D．4　247条3項一第三国での保存
勧告
67VAT指令はすでにVAT指令245条1項で、すべての1青報が不当に遅延することなく利用
　可能な状態とすべきことを規定していることから、この選択肢の必要性を認めることができ
　ず、VAT指令247条3項の削除を勧告する。
上記の勧告を受け、247条は削除することとされている。
D．5　クロスボーダーの供給に適用されるルール
　各加盟国のVAT指令の執行状況を事業者からの情報の分析に基づき、ある場合には、特にクロ
スボーダーの状況において、いずれの加盟国のルールが適用になるかを判断するうえで問題が生じ
ていることが明らかであることを理由として、下記の勧告を行っている。
勧告
69　保存関連の規定について、この問題を解消すべく可能な最大限度で、EU全体で保存義務
　を共通化するよう勧告する。
70加盟国のすべての選択肢を排除することが不可能であるとして、保存義務については、供
　給が行われた供給者または顧客の施設の所在する加盟国のルールが優先的に適用されるよう
　にすべきである。供給者または顧客がいずれかの加盟国に施設を有していない場合には、供
　給者または顧客は、物品またはサービスの当該提供を行ったVAT確認番号を発行した加盟
　国のルールに従うようにすべきである。
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インボイスの保存に関して、244条を下記のとおり改正することとされている。
　　　244条
　本人あるいは顧客または第三者が本人の名義でまたは本人のためにインボイスが発行される
ことが必要とされる納税者は、それらのインボイスのコピーが保存されることを保障しなけれ
ばならない。
　インボイスを受け取ったすべての納税者は、インボイスが保存されることを保障しなければ
ならない。
　インボイスの保存は、納税者が施設を有するか、または、供給が行われた固定的施設が所在
する加盟国、または、こうした事業の場所または固定的施設がない場合には、納税者が恒久的
住所を有しあるいは通常所在するか、または、VATに関して本人確認が求められているとこ
ろの加盟国において適用されているルールに従うものとする。
E。電子インボイスおよび電子保存の採用にかかる一般的勧告
勧告
73欧州連合の理事会が、EU全体が受け入れるような、インボイス発行および保存にかかる
　文書作成の中心的役割を果たすような指針（Guidance）または行動要綱（Code　of　Conduct）
　（「インボイスの発行と保存の過程に関する文書作成の行動要綱」）による解決に進むか、また
　は、欧州連合の機能に関する条約の連結バv－一・・ジョン113条に規定されているような、法令の調
　和のための規定を採択するよう勧告する。
3．小括
　インボイス改革にかかる1990年代から今日にいたる動向は、EU域内の租税国境の廃止に伴い加
盟国間での物品およびサービスの取引の活発化するなかで、インボイス制度が従来の仕組みのまま
では機能しなくなったことを示すことものである。今回の欧州委員会の対応は、大きくは次の2点
に集約できると思われる。
（1）インボイスの発行に関する各種の取扱いを、EUの加盟国間で可能な限り共通化すること
　インボイスを加盟国の国内課税のツールから、EU域内のどこでも通用する共通のツールとする
ことである。これにより、事業者にとっては、大幅な事務軽減となる。電子インボイスや顧客発行
インボイス、一括インボイスなどの利用が認められたとしても、各加盟国の具体的な適用ルールが
異なる場合には、国内取引には有効であっても、加盟国間取引にはその有効性が減少するからであ
る。
　他方で、各加盟国にとっては、課税面での裁量の余地が大幅に狭められることになる。脱税の防
止等の観点から、今後、今回の改正案が加盟国からの承認を得るに至る過程で反論が提起される可
能性がある。
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（2）いずれの加盟国のルールが個々のインボイスに適用になるかを明確化すること
　この点については、従来は議論の必要がなかったものである。インボイスが国内課税のツールで
あればこうした疑問は生じない。これは、インボイスがVATにおける加盟国間取引のツールと
なって初めて生じた問題である。もちろん、EU全体での統一ルールが設けられるのがもっとも望
ましい。課税範囲や税率の加盟国毎に異なっている現状においても、手続き面の一部であるインボ
イスの取扱いを共通化することは可能であり、それが望ましいと。ただし、使用通貨や使用言語を
とってみても、国家主権の壁が存在し、完全な共通化（統一）がいかに難しいかは明らかである。
したがって、可能な限りインボイス・ルールを各加盟国間で共通なものとしたうえで、いずれの加
盟国のルールに従うべきかを明確化する必要があったと考えられる。
第4章　域内取引におけるインボイスの新たな役割
　インボイスはこれまで国内での前段階税額控除を的確に実行するための手段であったが、前章で
みたとおり国境を超えた取引にもインボイスが使用されるようになったことから、EU域内でのク
ロスボーダー取引におけるインボイスの新たな役割が注目されている。
　インボイスのクロスボーダー取引でも新たな役割に触れるまえに、EUにおける域内取引に対す
る課税の仕組みをVAT指令に基づいて解明しておくこととしたい。
1．クロスボーダー取引のEU／VATにおける取扱い
　物品およびサービスの供給に対するEUのVAT指令の課税上のルールを見ておくこととする。
そのルールは、「物品またはサービスの供給の場所がVATの納税義務の発生の場所となる」という
ものである。
　そこで、まず、VAT指令における物品またはサービスの供給の場所に関する規定を概観するこ
ととする。なお、VAT指令では、供給を物品の供給とサービスの供給の二つに分けて規定してい
る。まず、物品の供給からみていくこととする。
（1）　物品の供給の場所
　物品の供給は、VAT指令14条1項において「有形資産を所有者として処分する権利の譲渡を指
すものとする。」と定義されている。
　そして、物品が輸送を伴う場合と輸送を伴わない場合で取扱いが異なっている。輸送を伴わない
場合には31条が適用され、「供給の場所は、当該供給が行われた時に当該物品が所在していた場所に
ある」とされる。
　輸送を伴う場合には、原則として32条が適用される。32条は下記のとおりである。
　　　32条
　物品が供給者、顧客または第三者によって輸送される場合には、供給の場所は、当該物品の
発送または輸送が開始する時に当該物品が所在していた場所にあるものとする。
　ただし、物品の輸送が第三国（a　third　territory　or　third　country）で開始する場合には、201条
によりVATの納税義務を負うところの輸入者による供給の場所およびその後の供給の場所
は、当該物品の輸入にかかる加盟国内にあるものとする。
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　ただし、33条が32条の例外として規定されており、各加盟国に対して、適用除外の要件を満たす
ことを条件として、上記原則とは異なる取扱いを認めている。33条は下記のとおりである。
　　　33条
1．32条に適用除外（derogation）が適用される場合には、当該物品の輸送が終了する加盟国
以外の加盟国から当該供給者によりまたは当該供給者のために輸送された物品の供給の場所
　は、下記の条件を満たした場合には、当該物品の顧客への輸送が終了するときに当該物品が
所在していた場所にあるものとする。
（a）当該物品の供給が納税者または非納税者たる法人のためにおこなわれ、その物品の域内
　　取得が3条1項によってVATの対象外とされるかまたは他の非納税者のために行われた
　　場合
　　　　　　　　　　（筆者注：3条1項は、輸出免税および域内免税に関する規定である。）
（b）省略
2．当該物品が第三国から輸送されかつ当該物品の顧客への輸送が終了する加盟国以外の加盟
国に供給者によって輸入された場合には、輸入のあった加盟国から輸送されたものとみなす。
　以上のとおり、適用除外を利用することで、輸送の終了する場所をもって物品の供給の場所とす
ることが認められている。
（2）　物品の域内取得の場所
物品の域内取得については、40条が次のとおり規定している。
　　　40条
　物品の域内取得の場所は、物品の取得者への輸送（dispatch　or　transport）が終了する場所に
あるものとする。
　物品の域内取得は、物品の域内供給免税（加盟国間の国境を超えた物品の供給者は、VATの納税
を免除される。）に対応した制度であり、他の加盟国から物品を取得した場合には納税義務が発生し、
域内取得の場所は輸送の終了する場所とされている。リバース・チャージの制度を設けることによ
り、顧客が納税義務を負うことになる。
（3）サービスの供給の場所
　次に、サービスの供給の場所である。
　サービスの供給の場所については、2010年1月1日を境として、基本的な原則の転換が行われて
いる。すなわち、2009年12月31日までは原産地原則が基本とされていたが、2010年1月1日以降は
仕向地原則が基本とされる。ただし、旧ルールにおいても、サービスのうちの特定サービスに対し
ては仕向地原則が適用されており、かつ、特定サービスの範囲は相当に広いものであった。
　以下、規定の内容を示すと、下記のとおりである。
A．2009年12月31日までのルール
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　サービスに対する供給の場所に関する原則は、次の43条のとおりであり、サービスの提供者の所
在地をサービス提供の場所とする原産地原則が採用されている。
　　　43条
　サービスの供給の場所は、サービスの提供者が施設を有するかあるいはサービス供給にかか
る固定的施設の所在する場所、または、こうした事業の場所もしくは固定的施設がない場合に
は、当該提供者が恒久的住所または常用の居所を有する場所にあるものとする。
　次に、物理的な活動を伴うようなサービス、すなわち、文化的サービスあるいはそれに類似のサー
ビス、補助的サービス、または有形動産に関連したサービスについては、次の52条が規定している。
すなわち、当該サービスが物理的に実行された場所をもって供給の場所とされている。
　　52条
次のサービスの供給の場所は、当該サービスが物理的に実行された場所にあるものとする。
（a）文化、芸術、スポーツ、科学、教育、娯楽またはそれらに類似の活動。なおこうした活
　動のオルガナイザーの活動、および、適切であれば、補助的な活動を含む。
（b）補助的な輸送活動、例えば、荷物の積み下ろし、出荷およびそれらに類似の活動
（c）有形動産の評価またはこうした資産にかかる作業
　これに対して、いわゆる「特定サービス」については56条が規定しており、一般のサービスとは
異なり仕向地原則が適用されている。下記でみるとおり、多くの種類のサービスを対象としている。
　　　56条
　共同体の域外に設立の場所を有する顧客、または共同体の域内で設立されているが当該加盟
国では供給者に該当しない納税者に供給されるところの、下記のサービスの供給の場所は、当
該顧客が事業の場所を有しているかまたは当該サービスが供給される固定的施設を有する場
所、または、こうした場所がない場合には、その者が恒久的住所または常用の居所を有する場
所にあるものとする。
（a）著作権、特許権、ライセンス、商標権および類似の権利の譲渡
（b）広告サービス
（c）コンサルタント、エンジニア、コンサルタント事務所、法律家、会計士のサービスおよ
　　びこれらに類したサービス、さらに、データ処理および情報の提供のサービス
（d）事業活動または本項に掲げる権利の全部または一部の実施を制限する義務
（e）銀行業、金融業および保険業（再保険を含む）、ただし、金庫の貸付を除く。
（f）スタッフの提供
（g）動産の借上げ、ただし、輸送手段は除く。
（h）天然ガスおよび電気の供給システムへのアクセス、輸送または転送の提供、およびこれ
　　らに直接関連するサービスの提供
（i）遠距離通信サービス
（j）ラジオ、テレビ放送のサービス
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（k）電子的に提供されるサービス（付表ll参照）
B．2010年1月1日以降のルール
　原則が2010年1月1日より逆転し、これまで特定サービスについて例外として適用されていた
ルールが原則とされている。すなわち、顧客の所在地が原則的にサービス提供の場所とされている。
関連の規定は、次のとおりであり、サービスが納税者に供給された場合にはサービスの顧客の所在
地が供給の場所となり、サービスが非納税者に供給された場合にはサービスの供給者の所在地が供
給の場所となる。
　　43条　定義
サービス供給の場所に関するルールの適用については、次のとおりである。
1．第2条1項にしたがい物品またはサービスの課税供給とみなされない活動または取引を
行っている納税者は、その者に供給されたすべてのサービスについて納税者に該当するもの
　とする。
2．VATに関係する非納税者たる法人（non－taxable　legal　person）は、納税者に該当するもの
　とする。
　　　44条　原則
　納税者として行動する者（a　taxable　person　acting　as　such）に供給されるサービスの供給の
場所は、その者が事業の施設を有する場所にあるものとみなす。ただし、それらのサービスが、
その者が事業の施設を有する場所以外の場所に所在する納税者の固定的施設に供給される場合
には、それらのサービス供給の場所は、当該固定的施設の所在する場所にあるものとする。こ
うした事業の場所または固定的施設がない場合には、当該サービスを受け取った納税者が恒久
的住所または常用の居所を有する場所にあるものとする。
　　45条
　非納税者（non－taxable　person）に対するサービス供給の場所は、供給者が事業の施設を有す
る場所にあるものとする。ただし、それらのサービスが、供給者が事業の施設を有する場所以
外の場所に所在する供給者の固定的施設から供給される場合には、それらのサービス供給の場
所は、当該固定的施設の所在する場所にあるものとする。こうした事業の場所または固定的施
設がない場合には、当該サービスの供給者が恒久的住所または常用の居所を有する場所にある
ものとする。
　次に、物理的な実行を伴うサービスの提供については、従来どおり当該行為が物理的に行われた
場所がサービス提供の場所とされている。
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　　　53条
　文化、芸術、スポーツ、科学、教育、娯楽、または、催しや展示会などの類似の活動、さら
には、こうした活動のオルガナイザーのサービスの供給に関連したサービスおよびその補助的
サービスの供給の場所は、それらの活動が物理的に実行された場所にあるものとする。
　　　54条
　非納税者に対する下記のサービスの提供の場所は、それらサービスが物理的に実行された場
所にあるものとする。
（a）荷物の積み下ろし、出荷およびそれらの類似の活動といった補助的な運送活動
（b）有形動産にかかる評価および作業
C．第三国に対するサービスの供給
他の加盟国ではなく、第三国の顧客にサービスが供給された場合には、当該顧客の所在地がサー
ビス供給の場所とされている。
　　　59条
　共同体の域外に施設を有するかまたは恒久的住所あるいは常用の居所を有する非納税者に対
する下記のサービスの供給の場所は、その者が施設を有するか、恒久的住所または常用の居所
を有する場所にあるものとする。
　ただし、このルールには、重要な例外が設けられている。現行指令の58条（2011年1月1日から
は、59a条）において、　EU域外との取引については、「実質的使用と享受（effective　use　and　en－
joyment）」の基準が適用され、加盟国は、当該サービスにかかる法令上の供給の場所と実質的な使
用および享受の場所が異なる場合には、二重課税または不課税となることを防止する目的から、当
該サービスの顧客の所在地をもってサービス供給の場所とすることが認められている。
　したがって、第三国と加盟国との間のサービスの供給については、加盟国間の場合には顧客が非
納税者（消費者）の場合には原産地原則が適用されるのに対して、選択肢として仕向地原則の適用
が認められることになる40）。
2．VATの納税義務とインボイスの発行義務との関係
　VATの納税義務とインボイスの発行義務の関係は、今回のインボイス指令の改正案のなかでも
重要な位置を占めている。第3章において、指令の改正案である219a条を紹介したところである。
この規定の適用について、図解により、上記の課税関係を簡略化して示すとともに、インボイスに
関する219a条の意味するところの説明を試みると、次のとおりである。
40）2009年12月31日までは、顧客が納税者の場合にも、このルールが適用される。2010年1月1日からは、顧客
　が納税者の場合には、原則として仕向地原則が適用されるので、このルールの適用の余地はないことになる。
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まず、上記で述べた課税関係を簡略化して示すと、次のとおりである。
課税対象（2条） 課税の場所
物品の供給 原則は、輸送開始の場所（32条）
@　　　ただし、域内供給免税（138条）
@　　　　　　　輸出免税（146条）
ﾁ例は、輸送終了の場所（33条）
物品の域内取得 輸送終了の場所（40条）
サービスの供給 原則は、サービス供給者の場所（43条）
@　　　ただし、2010年以降は、顧客の場所とされる。
ﾁ定サービスは、サービスの顧客の場所（56条）
@　　　特定サービスは対納税者サービスであり、その範囲は広い。
物品の輸入 域内輸入の場所（60条）
　ところで、こうした物品またはサービスの取引において、インボイスの取扱いがどうなるかが問
題である。具体的には、加盟国間のクロスボーダーの取引において、いずれの加盟国のルールが当
該取引にかかるインボイスに適用されるかの問題である。
　この点に関するルールをみていくと、下記のとおりである。
　（物品の域内供給（原則）のケース）
　X加盟国の供給者がY加盟国の顧客に輸送を伴う物品の供給を行ったというケースを考える。32
条が適用され、顧客が非納税者の場合には、供給者はX加盟国に納税する（ただし、33条が適用さ
れる例外の場合には、Y加盟国に納税する。）。顧客が納税者の場合には、供給者に域内供給免税が
適用され、顧客には域内取得課税が義務付けられる。
　顧客が納税者の場合には、供給者にインボイスの発行義務が課され（220条（1））、当該インボイ
スに適用されるのは、当該供給にかかるVAT本人確認番号を発給した加盟国（X国と考えられる。）
のルールである（改正案219a条1項）。ただし、リバース・チャージが適用される場合には、顧客の
所在地国のインボイス・ルールが適用される（2項）。
　顧客が消費者の場合には、国内で行われた取引について、加盟国にインボイス発行義務を課すか
否かの選択権が付与され、この選択権を行使することで、供給者に対して供給が行われた加盟国（X
またはY）のルールによる簡易インボイスの発行義務を課すことが可能である（改正案221条）。
X加盟国 Y加盟国
r　　　　　　　　　　　　－　－’
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L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿1
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h
l供給者がX加盟国i
lに納税（原産地原1
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　（特定サービスの域内供給のケ・一…ス）
　X国の供給者がY国の顧客に特定サービス（2010年1月1日以降は、特定サービスに限定されな
い。）に提供したというケースを考える。
　特定サービスが提供された場合には、顧客の所在地がサービス提供の場所とされる。
　ただし、インボイスに適用されるルールについては、物品の供給の場合と同様であり、改正案
219a条1項が適用されるとすると、供給者の所在地のインボイス・ルールが適用されることになる。
X加盟国 Y加盟国
　－－－　－　－”’J’　　　　　　　　　　P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1供給者がY加盟国l
lに納税（仕向地原1
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3．小括
　EUのルールによると、加盟国間での物品またはサービスの供給が行われた場合において、　VAT
の課税は、物品が供給された場合とサービスが供給された場合とで異なっている。また、顧客が納
税者であるのかそれとも非供給者であるのかでも異なっている。物品の供給の方法（輸送を伴うか
否か）やサービスの内容によっても異なっている。さらに、適用除外の選択の有無によっても異な
ることになる。
　他方、いずれの加盟国のインボイス・ルールが適用されるかについては、219a条が定めているが、
かならずしも、以上の課税のルールと連動しているわけではない。
　したがって、ある取引について、納税はA加盟国に対するものであるが、インボイス・ルールの
適用においてはB加盟国のルールに従うといったことも起こりうる。
第5章　インボイスの役割についての再検討
　VATタイプの間接税におけるインボイスの基本的な役割は、　VATの導入の経緯からも、多段階
課税がもたらす税の重複を防止するための前段階税額控除を的確に実施することにあると考えられ
る。これは、インボイス制度を導入している国々にとっては余りに当然のことであり、議論の余地
がないと思われる。少なくとも、インボイス制度の必要性に疑問を提起するような議論を見出すこ
とはできない。
　また、OECD加盟国のなかで唯一国家レベルでのVATを導入していない国である米国において
も、導入に際して議論されるのは、インボイス制度を伴ったEU型のVATである。
　ところが、わが国はインボイス制度を導入することなく、VATタイプの間接税として前段階税
額控除の仕組みが採用されている。したがって、わが国に特有の課題としてインボイス制度を導入
すべきか否かの問題が存することから、インボイスの役割あるいは必要性についての検討が必要と
考えられる。
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1．インボイスの基本的な役割
（1）概説
　インボイスの基本的な役割は、物品またはサービスの売主と買主および国庫を消費課税において
連結する手段である。売主は、物品またはサービスの供給に際して、買主からVATを受け取る。
売主は、受け取った税を国庫に納税する。国庫は、受け取った税を、税額控除または還付の形で買
主に返還する。この回転する税の金額の大きさとタイミングを確定させる役割を担っている。
　供給者（売主）と顧客（買主）はインボイスで連結され、供給者による納税と顧客による税額控
除の権利は直接的な関係にある。いわば、強固な三角形（三角関係）が成立している。
　今回のEUにおけるインボイス改革では、こうしたインボイスの役割が明確化されている。すな
わち、インボイスは、供給者の納税と顧客の税額控除の権利を結合するものとしての役割が明確に
なっている。
（2）わが国の消費税における前段階税額控除の方法
　わが国の場合には、前述のとおり、インボイス制度は導入されておらず、それに代わるものとし
て、帳簿方式が導入されている。これは、一種の「仕入控除方式」である。ただし、売上げから仕
入れを控除し、その差額を課税標準とし税額を算出するという単純な仕入控除方式ではなく、売上
にかかる税額を算出し、そこから、仕入れに前段階の税額が含まれているものと見なして算出した
税額を控除するものであり、税額控除の要素を加味した「修正された仕入控除方式」と言えるもの
である。
　わが国の消費税は、第1章で述べたとおり、「売主の納付すべき税額と買主が税額控除できる金額
が同一となる」ことが保障された制度ではない。すなわち、売主は、自己の消費税にかかる帳簿等
の状況に基づいて納税義務を履行する。他方、買主もまた、自己の消費税にかかる帳簿等の状況に
基づいて税額控除の権利を行使する41）。
　こうした関係を図示すると、次のとおりである。
41）ただし、税額控除の権利の行使には、帳簿に加えて、請求書等の保存義務が課されている。
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納税 税額控除
　上記の図において、供給者は自己の帳簿等に基づいて国庫に納税を行い、顧客もまた自己の帳簿
等に基づいて税額控除の権利を行使する。供給者と顧客はその間の請求書等を介してつながってい
るが、供給者の納税の義務と顧客の税額控除の権利の間に直接的な関係の存在が保障されているわ
けではない。
　わが国の消費税の大きな特徴はこの点にあると考えられる。すなわち、供給者、顧客および国庫
の三者による三角関係が確立されていない。「供給者と国庫」および「顧客と国庫」の二つの関係は、
無関係ではないにしても、独立して存在している。この点がインボイス方式と帳簿方式の最大の相
違点であると考える。
（3）EU／VATにみるインボイスの基本的機能
　EUのVATにおいて、インボイスに期待されている基本的役割は、第2章から第3章でみたと
おりである。
　インボイスは、供給者の納付すべき税額と顧客の税額控除できる権利を結合するものであるが、
「インボイスの記載事項」に下記の事項が必須となっていることからも、このことを見てとることが
できる。なお、顧客のVAT登録番号の記載は、改正案に示されているものである。また、顧客が
納税者でない場合にも、必要がある場合には、インボイス（ただし、簡易インボイス）の発行を義
務づけることができることとされている点が注目される。
　　　供給者および顧客の双方のVAT登録番号の記載
　　　インボイスの固有番号
　　　納付税額
　　　納税すべきであり、かつ、税額控除の権利行使が可能な日
　　　その他の取引に関連した情報
　また、誰がインボイスを発行するのかという問題では、供給者のみならず、顧客や第三者（アウ
トソーシング）も可能とされているという点が注目される。特に、顧客がインボイスを作成するこ
とは、税額控除する権利者たる事業者が自らインボイスを作成することを意味する。これは、わが
国の帳簿方式において、事業者がみずからの帳簿記録から仕入れ税額控除の金額を計算することに
類似していると言える。ただし、インボイス制度であることから当然であるが、当該インボイスは
供給者に送付され、その記述の正確さが確認されるべきものとされている。
　また、納税者の事務負担軽減のための措置として、複数の取引にかかる一括インボイスが認めら
れているほか、近年におけるテクノロジーの発展を踏まえて電子インボイスの制度や電子保存の制
度が導入されていることも注目に値する。
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上記のとおり、インボイスが供給者のVAT納付義務と顧客の税額控除の権利を結合するものと
しての性格を強固にしている。さらに、脱税の防止の観点からの利用にも配慮されている。
2．消費課税の国際化とインボイスの新たな役割
　消費課税においては、従来から用いられている「内国消費税」という言葉が示すとおり、国内で
の消費のみを課税対象とし、国外での消費には関知せず、国内で課税を完結させるのが基本であっ
た。物品またはサービスが国境を超えて取引される場合には、それは、いわば、特殊なケースある
いは例外的なケースとして、通常の国内取引の課税から切り離し、税関の機能に依存した課税方式
（輸出免税および輸入課税）により調整が行われていた。税関の存在がいわゆる国内と国外を区分
する壁となり、これにより内国消費税としての原則が維持されていたのである。
　しかしながら、こうした方式が有効なのは、国境を超えて取引されるのが有形の資産（物品）で、
かつ、税関の機能が有効に働く場面に限られている。物理的なチェックが可能な物品以外の場合に
は、たとえば、サービスが国境を超えて取引される場合には、税関は機能しない。国際サービスに
ついては、国内と国外を区分する壁が存在しない。消費課税の面では、こうした状況に対する課税
のあり方は、理論的には説明がつかず、いわば放置された状態となっているのが現状である。
　こうした放置は二重課税や二重不課税の原因となり好ましくないが、従来は、有形資産の取引の
ウェートが大きく、実際上はそれほど重大な問題とはなって来なかったものと考えられる。しかし
ながら、全体に占めるサービスの国際取引のなかでのウェ・一一・トが高まるにつれて、何らかの対応が
必要となる。こうした場合の対応を考えるうえで参考となると考えられるのが、EUのVATにお
ける加盟国間の国境を超えた域内取引の取扱いである。
　以上の観点から、設例を設けて、国境を超えた取引が行われた場合において、消費課税をどうす
べきかについて検討する。二国間取引を想定し、いずれの国も消費税、VATまたはGSTを課税し
ているものとするが、ここでは便宜的にVATと表記する。
（1）国境を超える物品の取引を輸出入として処理する方式
　第一は、クロスボーダ・一一・取引を輸出または輸入として扱う方式であり、税関が存在する場合には、
有形資産（物品）に適用することが可能である。
X国 Y国
供給者 物品 税関 物品 顧客
　X国の供給者がY国の顧客に物品を輸送する場合が典型例である。税関において、輸出証明が行
われ、供給者には輸出免税が適用され、X国での前段階のVATが還付される。他方、顧客は、税関
から物品を受け取るに際して、Y国のVATを納税する。
　以上により、仕向地原則が実現する。Y国内の類似物品との競争も中立性が維持される。なお、
顧客が納税者（事業者）であるか消費者であるかは問わない。
　この方式の問題点は、この方式の適用範囲が税関の機能する場合、すなわち、物品（有形資産）
の供給の場合に限定されることである。
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　この方式を第3章で提起したインボイスによる三角形との関連で考察してみると、次のとおりで
ある。すなわち、税関を国庫に置きなおしてみる。
国庫（X国） 国庫（Y国）
前段階税額の還付 輸入課税
供給者
（売主）
物品
顧客
（買主）
　供給者は、X国において輸出免税が適用され、顧客は輸入段階で輸入課税（引取課税）が適用さ
れることになる。
（2）特別の取扱いをしない方式
　第二は、放置する方式である。税関が機能しない場合として、国境を超えたサービスの供給を想
定する。
　　　　　　　　　　　X国　　　　　　　　　　　　　　　　Y国
　　　　　　　　　　　　　購曽　■
　X国およびY国の税制の内容により結果は異なるが、二重課税または不課税（全く課税されない）
といった事態が発生する可能性がある。
　以下、二つのケースを検討する。
（輸出免税が適用されないケース）
国庫（X国） 国庫（Y国）
通常の納税
供給者
（売主）
サービス
顧客
（買主）
　X国が輸出類似の取引として輸出免税を認めていない場合である。この場合には、供給者はX国
において通常の課税の対象とされる。顧客については、顧客が消費者（非納税者）の場合にはX国
の税を負担することになる。他方、顧客が事業者（納税者）の場合には当該サービスの購入で負担
したX国の税の税額控除が認められないため、税の重複が生ずることになる。
　結果的に原産地原則が適用となり、Y国では課税の中立性が損なわれることになる。すなわち、
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X国とY国で当該サービスに対する税率が異なる場合には、輸入サービスと国内サービスで価格競
争に影響が出ることになる。
（輸出免税が適用されるケース）
国庫（X国） 国庫（Y国）
前段階税額控除　　i
　　　　　　　▼
供給者
i売主）
顧客
i買主）サービス
　X国が供給者に輸出類似取引として輸出免税を認める場合である。この場合には、供給者には輸
出免税が適用され、顧客はX国の課税を免れることになる。
　顧客については、顧客が消費者の場合には、課税されずにサービスを享受できることとなる。顧
客が納税者たる事業者の場合には、サービスの供給にかかるX国の税を負担していないため、税の
重複は発生しない。顧客の非課税売上のウェードが大きく、したがって税額控除が完全には認めら
れない事業者の場合（たとえば、金融機関など）には、輸入サービスの利用が有利となる。
　結果として、Y国において、輸入サービスと国内サービスの間の競争上の中立性が損なわれるこ
とになる。
（3）二国間で課税を調整する方式（国際課税：インボイスの利用を考慮）
　第三は、二国間で税負担の調整を行う方式である。これは、クロスボ・一一・ダー取引に対するVAT
の課税を国際課税の問題として捉え、必要な調整を図ろうとするものである。
　第一の方式と第二の方式はいずれも両国間の調整を前提としない方式であったが、課税上は、二
重課税または不課税を放置するといった不公正な結果を招く可能性があった。さらには、輸入サー
ビスと国内サービスの間で競争上の中立性が損なわれる可能性がある。
　この問題を解消するには、二国間で調整を図ることが必要である。まず、実体面では、双方の国
の課税原則を調整することが必要となる。手続面では、ニカ国をまたがった納税義務と税額控除の
権利の関係を明確に証明するための手段が必要となるが、その場合には、合理的に考えて「インボ
イス」にその役割が期待されることになろう。この点は、EUにおける域内取引でみたとおりであ
る。これを参考にして、EU域内の加盟国間ではなく、一般の国家間取引に引きなおして検討する。
　この調整方式を図解で考察する。ここでも、供給者、顧客および国庫の三者による三角関係を基
礎として、以下四つの調整パターンで検討する。
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調整の第一パターン
納税
X国 Y国
インボイス
　供給者の所在地国で課税する方式である。供給者はインボイスに基づいてX国に納税し、顧客は
X国に対してインボイスに基づいて税額控除の権利を行使する。
　供給者にとっては、所在地国への納税であり、事務負担は小さい。顧客が納税者の場合には、税
額控除の権利行使のための事務負担は、他国への請求が必要となることから相対的に大きいと考え
られる。
　原産地国で課税されるが、税額控除が働くことから、結果として仕向地原則が適用されることと
なる。
調整の第ニパターン
X国 Y国
税額控除
インボイス
顧客の所在地国で課税する方式である。供給者は、インボイスと発行し、顧客所在地国であるY
国に納税する。顧客はインボイスに基づきY国で税額控除の権利を行使する。
　供給者にとっては、相手国への納税であることから、相対的に事務負担は大きい。顧客が納税者
の場合、税額控除の権利の行使は容易である。
　仕向地原則の結果となる。
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調整の第三パターン
X国
前段階税額控除付き免税
Y国
供給者
（売主）
インボイス
顧客
（買主）
税額控除
　EUの域内供給免税と域内取得課税をモデルとした、リバース・チャージ（買手課税）の方式であ
る。
　供給者は免税でサービスを供給する。この場合にも、インボイスの発行は必要である。ただし、
納税と税額控除を伴わないことから、簡易なインボイスで足りる。顧客については、顧客が納税者
の場合には自己賦課（買手課税あるいはリバース・チャージ）を行う。顧客が消費者の場合には、
消費者本人に納税を求めるか、あるいは、供給者にY国への納税を求めるかの選択となるが、いず
れも困難を伴うであろう。
　仕向地原則の結果となる。
調整の第四パターン
X国 Y国
供給者
（売主）
インボイス
顧客
（買主）
税額控除
　X国とY国の間で税の清算を行う方式である。供給者はインボイスを発行し、X国に納税する。
納税者たる顧客は、インボイスに基づいてY国から税額控除を受ける。二国間の実際の清算につい
ては、個々の取引の実績に基づいて実施する方法と統計的手法に基づいて実施する方法が考えられ
る。なお、顧客が消費者の場合には、税額控除は認められない。
　X国とY国の間に、執行上のあるいは統計作成面の高度の信頼関係が必要である。
　この場合、課税は原産地原則で行われるが、結果として仕向地国原則となる。理論的にはすぐれ
た方式であるが、EUでも実施できなかったことから、実現性は低いと考えられる。
現実的なパターンの選択
基本的には、以上の4パターンが考えられる。
供給者の納税の便宜あるいは適正な執行の観点からは原産地原則が望ましいが、消費課税の趣旨
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からは仕向地原則が望ましい。EUでも、近年は、仕向地原則への移行が進められている。ただし、
その場合には、事務負担の軽減および脱税の防止策などの工夫が重要となる。
　EUの経験を踏まえると、顧客が納税者の場合には、第ニパターンまたは第三パターンのいずれ
かの採用、顧客が消費者の場合には、第一パターンまたは第ニパターンのいずれかの採用が現実的
ではないかと考えられる。
　いずれにしても、二国間で課税方式を調整することが不可欠である。また、脱税防止や租税回避
の防止のためにも情報交換が重要である。租税条約の消費課税での利用が一つの手段として考えら
れている。
3．小括
　インボイスの基本的な役割を明確にするとともに、国際取引の面（国際課税）での新たな役割に
ついて検討した。
　インボイスの基本的な役割は、供給者、顧客および国庫の三者を結合する機能である。供給者の
VATの国庫への納税義務と顧客の国庫からのVATの税額控除の権利を強固に結合する。こうし
たインボイスの役割ないしは機能は、EUにおけるインボイスの改正の一連の動向のなかで一層明
確になったと思われる。
　ところで、インボイスの新たな役割として、国際課税での役割が注目される。二国間の取引（ク
ロスボーダー取引）のうち、税関での調整が可能な物品（有形資産）については、現行の輸出免税
と輸入課税の仕組みが有効である。しかしながら、税関での調整が不可能な無形資産やサービスの
供給の場合には、課税上は放置されているのが現状である。この分野において適正な消費課税を実
現するためには、税制の国際化対応（国際課税）が必要となる。国際課税の方式を検討するに当たっ
ては、EUでのVATの国際化の経験を参考とすることが有益であると考えられる。
　EUの経験によると、国際課税の実現にあたりまず必要なことは、実質面では、課税原則の共通化
である。すなわち、原産地原則と仕向地原則の選択の問題である。また、手続面や形式面での二国
間あるいは多国間での共通化も必要である。この点ではインボイス制度の共通化が重要な意味をも
つことになろう。なお、以上のことは、直接税におけると同様に、租税条約によるに二国間の調整
が有効であろう。
　いずれにせよ、こうした二国間の調整においては、双方の国が類似の原則や手続きを採用してい
ることが必要であり、わが国の制度もこうした面から国際的な標準への接近が必要になるものと考
えられる。
おわりに
　本稿は、EU／VATにおけるインボイス制度の改革の動向を参考として、わが国の帳簿方式の意
味を再検討しようとしたものである。すなわち、わが国における帳簿方式とEU等におけるインボ
イス方式との比較を中心として若干の検討を行った。前段階税額控除における供給者の納税の義務
と顧客の税額控除の権利の関係は、インボイス方式の場合には強固なものとなるが、帳簿方式では
不完全なものに留まらざるをえない。この点に関連して、インボイス方式では供給者、顧客および
国庫の三者による三角関係が成立し、確実な税の動きを保証するのに対して、帳簿方式ではこうし
た三者による三角関係は成立しないことを明らかにした。
　EU／VATにおけるインボイス制度の改革では、クロスボーダー（加盟国間取引）の状況でのイン
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ボイスの新たな役割が期待されており、この点の参考となるものであった。将来における消費課税
の国際化において、いかなる仕組みを構築するかを検討する必要があるが、EUの経験は大きな参
考となるものと考える。
　本稿は、インボイスの消費課税における役割について再検討を試みたものであるが、こうした検
討の必要性はわが国特有のものと考えられる。なぜなら、すでに、インボイス型のVATを導入し
ている国にとって、インボイスの役割について議論する必要がないからである42）。
　検討においては、インボイスにより実現される納税義務と税額控除の権利を結合する三角形を考
察に用いた。納税と税額控除の直接的な連結を可能とするためにはインボイスの存在は不可欠であ
り、さらには、国際課税の場面でもインボイスに新たな役割を期待できることが明らかにとなった。
　今後は、さらに、EUのVATの動向に注目していくとともに、わが国の制度のあり方について検
討を重ねていくこととしたい。
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